
様式第８号（第 11条関係） 

平成 30 年 2 月 23日 

 

熊取町議会 

議長  坂上巳生男  殿 

 

                                                会派名 熊取公明党 

                                                幹事長名 渡辺豊子    印 

                                                経理責任者 二見裕子  印 

 

会派視察実施報告書 

 

  熊取町議会政務調査費交付運営要領第11条の規定に基づき、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

視 察 期 間 Ｈ30年 2月 15日（木） 

視 察 先 

愛知県幸田町役場（愛知県額田郡幸田町大字菱池字元林 1番地１） 

視 察 目 的 

地方創生戦略について 

企業立地について 

出 席 者 氏 名 

渡辺豊子、二見裕子 

旅 費 明 細 

 １人当たり 

   交通費    15,120   円 

   宿泊料      0      円 

   その他（日当） 3,000  円 

   合  計     18,120  円 

 旅費総額 

           2 人分 

 

       36,240  円 

 

 



＜報告書＞ 

                           報告者 渡辺豊子 

〇地方創生戦略について 

地方創生に係る交付金について 

平成 29年度交付金事業（評価対象事業） 

・低温プラズマ技術深化事業 1,400万円 抗酸化いちご等への実装と深化 

・自動走行技術深化事業   1,800万円 ３Dマップの活用及び自動走行

の実証 

・第 3 子を育み、女性も活躍できる「ハッピー・チャイルド・ステーショ   

ン」整備事業 

              5,000万円  第 3子が安心して産めるなめ

らかなまちづくりに向けた

多世代交流施設の整備 

〇企業立地について 

 企業立地の状況について 

 ・新産業用地の開発に向けた取り組み 

  「幸田町企業立地マスタープラン」での新産業用地の候補地での新工場建

設などの動き 

   平成 29年度の企業立地の状況 

     

 ・IoT推進ラボの取り組みについて 

  名称 ： 幸田町 IoT推進ラボ 

  構成員： 幸田ものづくり研究センター、愛知工科大学、幸田町内外企業 

 事業概要： 企業による IoT等の相談事業 

IoT 推進連携事業 

IoT ものづくりコース事業 

 

 ・人材育成の取り組みについて 

① 幸田町少年少女発明クラブについて 

   幸田町少年少女発明クラブは、クラブ員 48名が月 1回のペースで活動し

ている。今年度のチャレコンでは、幸田町から「花火」「星河竜」の 2チ

ームが全国大会に出場し、「花火」チームが発明協会会長賞（銀賞）を受

賞した。 

② 幸田ものづくり研究センター事業について 

   幸田町企画部企業立地課が担当 

愛知工科大学テクノ夢都トビア棟 3階にセンター設置 
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報  告  書                         二見 裕子 

＜感想＞ 

地方創生戦略については、仕事が人を呼び、人が仕事を呼びこむ、好循環を支える町

の活力向上を実現するための官民一体での取り組みが成功していると思った。 

仕事を育て、人の流れを育て、子どもを育て、地域を育てるという流れが上手く 

働いている。企業立地については、マスタープランでの新産業用地の候補地をあげ、 

企業を呼びこんでいる。西三河地域のものづくりの技術を活かし、幸田ものづくり 

研究センター事業を開催して、大学を巻き込み、大学の研究を地域に還元してもらう。

町としてプロモーションは成功しているのでプレイヤーがいる。企業がすべき人材育

成を町が行っていることを聞いて、熊取町も大学連携を活かしていくべきだと思っ

た。地域を活かしたことを考えて行かなくてはこれからの発展は望まれないと感じ

た。 

 

 

 

 

 

 

 



次世代新産業創生を目指す方々と共に、地域のものづくり産業全体の進 

行を目指す。 

 

 

〇幸田町役場での研修の後、幸田ものづくり研究センターを視察 

  愛知工科大学副学長 大西正敏氏と「大学と幸田町との連携」について意

見交換 

 

 

＜感想＞ 

地方創生戦略については、地元の大学の名古屋大学・愛知工科大学と連携し、

新産業や技術深化を図る事業に戦略的に取り組まれていることが、大変参考に

なった。本町にも 4 つの大学があるので、大学連携と共に、地域活性化・新産

業創出へ繋げられるような地方創生を検討すべきであり、国の地方創生交付金

を活用できるような計画作成が肝要と感じた。 

また、企業立地マスタープランを作成し、企業立地専属の課を設置し、企業立

地に向けて戦略的な職員を配置し、産官学が連携して価値的に企業誘致・企業

立地に取り組んでいる事が大変参考になった。 

本町は企業立地できる広大な敷地はないが、大学と連携した企業誘致について、

もっと研究し、地方創生戦略として単独で動ける職員の配置等も必要ではない

かと思った。 

 






